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趣旨説明



広域経済圏構築に向けて

『官民連携と地域連携で実現する地方創生』



首都圏としての圏域で
包括的な対応が必要



関東地区の現状

総人口（２０１０年）名目GDP（２０１２年） 就業者数（２０１２年）
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出所：総務省「国勢調査」（2010年）、総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」（2012年）、総務省「就業構造基本調査」、RIETI「都道府県別産業生産性データベース」

１－１． 日本経済における地域の位置付け

○ 名目GDPは、東京圏が約３割、三大都市圏が約５割、その他の地域が

約５割。

○ 雇用は、東京圏以外の地域が約７割、三大都市圏以外の地域が約６割。

→ 大都市圏以外の地域のウェートは高く、日本経済活性化のためには、

地域経済の活性化が不可欠。
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人口構造



雇用情勢



高齢人口増加



関東地区の高齢人口増加指数

２０１５年

２０３５年



国際交流
インバウンド対策

２．最近のインバウンド需要の動向や特徴点 
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（１）訪日外国人旅行者数の動向 

2018年の訪日外国人旅行者数は3,119万人となり、過去最高を記録。 

月々の伸び率をみると、2018年は夏場に相次いだ自然災害の影響によりマイナスに
転じた月もあったが、秋以降はプラス圏で推移している。 

（図表１）訪日外国人旅行者数の推移 

（注）2018年および2019年１、２月は暫定値。2019年３、４月は推計値。 
（出所）日本政府観光局（ＪＮＴＯ） 
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県を跨いだつながり



関東地区の課題

①一極集中構造の是正

②高齢人口増加対策

③インバウンド対策

④官民の連携を強くする



課題解決への
アクションプラン

①楽天株式会社

包括連携協定の推進

②ワーキンググループ設立



楽天株式会社
包括連携協定の推進

①官民の連携
『行政の民間リソース活用の推進』
＝楽天 包括連携協定
・官民連携と地域連携を推進してい
くために始めに包括連携協定の推
進を行います。

・地域課題解決の手法の一つとして推
進する。



ワーキンググループ設立推進

①地域課題解決を

行政だけでなく、

地域を構成する企業、

団体、住民とともに自分たちで解
決できる道筋を作る。

県を跨いだつながりをつくる！



ソーシャルビジネスに繋げる

①社会問題解決を目的とした

ビジネス→SDGs

ワーキンググループをソーシャル
ビジネスに繋げることによって持
続的に課題解決を行えるようにす
る。

地域同士のつながりをつくる！



広域経済圏構築
関東地区協議会 スローガン

『紡がれた広がりが

変化の起点となる

ブランディングされた

関東の創造』

官民連携と地域連携で
実現する地方創生


